
NO 66
（単位︓千円）

当初予定 実績 達成率 当初予定 実績 達成率

平成３０年度 6 1 16.7% 平成３０年度 18 9 50.0%

令和元年度 4 2 50.0% 令和元年度 12 8 65.0%

令和２年度 4 － － 令和２年度 12 － －

令和２年度事務事業評価シート 所管課 街づくり支援部　土木課

 １ 事業名 雨水浸透施設整備費助成  １０ 事業費の状況

 ２ 基本政策 ２　環境にやさしい都心をみなで考えつくる 予算状況の内訳 決算状況

補正予算 予算現額 決算額 執行率

　下水道施設の負担軽減を図り、治水対策をより一層推進するため、建築物の新設や建替え時などにおいて、計画地
の条件に合わせた雨水流出抑制施設の設置に関する指導を⾏うとともに、個⼈所有の⼩規模建築物件などにおいて、
雨水流出抑制施設の整備にあたり助成を⾏います。

平成３０年度 1,418 0 0 1,418

 ５ 事業説明文

年度 当初予算額 流用

497 35.0%

令和元年度 1,068 0 0 1,068 545 51.0%

－ － －

近年、短時間で⼤量の雨が局地的に降る集中豪雨による都市型水害が頻発しています。
この原因として、地球規模の気候変動や都市部のヒートアイランド現象などとともに、都市化により地表面のコンクリート
化が進み、雨水が地中に浸透せずに、下水道や河川への雨水の流⼊量が従来より増加していることが考えられます。
このため、河川や下水道への負担を軽減するために、公共施設や⼤規模⺠間施設に加え、⼩規模な⺠間施設も対象
に雨水流出抑制施設の設置指導を実施しており、個⼈の住宅等において、雨水浸透施設の設置を促進するため、雨
水浸透施設設置に対する助成制度を設けています。

財源内訳

年度 一般財源割合 一般財源 国庫支出金 都支出金 ６ 背景、経緯

令和２年度 876 － －

その他

平成３０年度 0.0% 0 0 612 806

令和元年度 0.0% 0 0 480 588

令和２年度 0.0% 0 0 394 482

 ７ 事業内容

1１　本事業に係る所管課の意⾒（⼀次評価）

１継続　　　　　２統合　　　　　３縮⼩・一部廃止　　　　４廃止

　平成29年度から令和元年度の過去3年間において、雨水流出抑制事業は年間平均129件の指導を⾏ってきたことに対し
て、本助成制度の利⽤件数は、年間平均1.6件となっています。助成制度の活⽤を促進するため、令和元年度には、区の
ホームページや広報みなとへの助成制度の掲載に合わせ、窓⼝や電話等による問合せに対し助成制度の案内を積極的に⾏
いましたが、件数の増加には繋がりませんでした。
　また、雨水流出抑制事業の指導対象面積を平成27年度以前の条件（100㎡以上）に拡⼤することも検討しましたが、
平成25年度から平成27年度の実績から、年間指導件数は約50件増加し、助成制度対象件数は約10件増加、助成制
度活⽤件数は約3件増加することがわかっています。
　したがって、指導対象面積を拡⼤したとしても、助成制度活⽤件数の⼤幅な増加は⾒込めず、また、助成制度を活⽤した
場合の雨水流出抑制対策量は、年間指導の雨水流出抑制対策量のわずか0.5%にしか満たないことから、事業廃止に伴う
影響は⼩さいため、本事業は廃止します。 ８ 事業実績・指標

 1２ 事務事業評価における最終評価

１継続　　　　　２統合　　　　　３縮⼩・一部廃止　　　　４廃止

助成制度の利⽤件数は、令和元年度は２件に留まっており、事業のニーズが低いことや、雨水流出抑制対策量の影響は⼩
さく、事業廃止に伴う影響は限定的であることから、事業の廃止は妥当であると判断し、「廃止」評価とします。

港区雨水浸透施設設置助成要綱、雨水流出抑制事業補助要綱（東京都）

 ９ 基本計画・個別計画・関連する法令等

 ３ 政策名 （８）緑や水辺を保全・創造し、⼈や生物にやさしい都心環境をつくる

 ４ 施策名 ②水環境の保全・向上

指標２
助成対象施設の浸透量（m3）

　個⼈が所有する住宅等（ただし敷地面積500㎡以上の新築は除く。）の建築において、雨水流出抑制施設の「浸
透ます」と「浸透管（浸透トレンチ）」の設置に対する助成制度です。
　区の指針に準拠した構造の施設が助成対象です。
　助成⾦額は４０万円を上限として、区が定めた標準⼯事費単価から算出した額を助成します。

指標１
助成件数（件）


